
1 

 

2024 年 11 月 14 日 

 

各   位 

会 社 名  株  式  会  社  日  本  ア  ク  ア 
  （コード1429：東証プライム市場）  
住 所  東 京 都 港 区 港 南 2 - 1 6 – 2 
代 表 者  代表取締役社長  中  村  文  隆 
問合せ先  経 営 企 画 部 長  小 室 昌 彦 

  （TEL 03 – 5463 - 1117） 

 

 

上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 
 

当社は、2021 年 12 月 20 日に「新市場区分における上場維持基準の適合に向けた計画書」（以下、

「計画書」といいます。）を提出し、その内容を開示しております。さらに、「計画書」の進捗状況に

ついては、2023 年３月 28 日に「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況」、2024 年３月

14 日に「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況及び計画書の更新（計画期間の変更）」

（以下、「更新計画書」といいます。）を開示いたしました。 

2024 年 11 月 14 日時点における進捗状況等について、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 当社の計画期間における上場維持基準への適合状況及びその推移  

 

   
株主数 

流通 

株式数 

流通株式

時価総額 

流通 

株式比率 

平均 

売買代金 

純資産 

の額 

（人） （単位） （億円） （％） （億円） （億円） 

当社の 

適合状況

及び 

その推移 

2021 年６月末時点 

（移行基準日）*1 
2,662 120,737 69 34.7 0.4 76 

適合状況 適合 適合 不適合 不適合 適合 適合 

2022年 12月末時点*2 2,799 120,967 95 34.8 0.4 79 

適合状況 適合 適合 不適合 不適合 適合 適合 

2023 年２月末時点*3 － 121,920 107 35.0 0.6 － 

適合状況 － 適合 適合 適合 適合 － 

2023 年６月末時点*3 3,148 123,237 108 35.4 0.8 82 

適合状況 適合 適合 適合 適合 適合 適合 

2023年 12月末時点*2 4,055 120,854 111 34.7 1.2 93 

適合状況 適合 適合 適合 不適合 適合 適合 

上場維持基準 800 20,000 100 35 0.2 
純資産 

が正 

 

*1 2021 年６月末時点の当社の適合状況は、東証が移行基準日（2021 年６月末日）時点で把握している当社の

株券等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

*2 2022 年 12 月末時点及び 2023 年 12 月末時点の当社の適合状況は、東証が基準日時点で把握している当社



2 

 

の株券等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

*3 2023 年２月末時点及び 2023 年６月末時点の当社の適合状況は、基準日の東証による算出方法に合わせ

て、当社で試算を行ったものです。 

 

２． 上場基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価  

 

当社にとって「流通株式比率 35％以上」の達成は、プライム市場上場維持の課題となっておりま

す。2024 年３月 14 日に開示した「更新計画書」に記載のとおり、最大 500,000株を対象に、当社

の執行役員、従業員及び認定施工店*4 の職員を対象とした譲渡制限付株式報酬の導入による自己株

式の処分と一部自己株式の消却を組み合わせることで、流通株式比率の引き上げを検討してまいり

ました。本件に関しては、当社の執行役員及び従業員を対象とした 500,000 株の譲渡制限付株式報

酬を実施することとなりました。詳細につきましては、本日別途開示した「従業員に対する譲渡制

限付株式としての自己株式処分に関するお知らせ」をご確認ください。 

 なお、2023 年 12 月末時点の株券等の分布状況等に本取り組みを反映させた当社の試算では、流

通株式比率は 36.2％となります。 

 

*4 認定施工店とは、当社が規定する審査や技術講習を受講し、当社が指定する断熱及び防水施工を行う施工

店のことをいいます。 

 

３． 今後の課題と取り組み内容  

 

一方、上記の流通株式比率を前提に、2024 年 11 月 13日の当社普通株式の終値 813 円で流通株式

時価総額を試算すると、102 億円となり、プライム市場上場維持基準をわずかに上回る水準となり

ます。したがって、引き続き業績の向上に努めるとともに、株主や投資家の皆様とのエンゲージメ

ントを強化し、株式市場における当社の評価向上を目指してまいります。 

 

以 上 


